
| 21年度交付分
（単位：円）

区 分 金 額 内 訳

運 営 費 交 付 金 収 益 `

業務達成基準によ
る振替額

資 産 見 返 運 営 費 交 付 金 `

`（業務達成基準を採用した業務はない）
資 本 剰 余 金 `

計 `

運 営 費 交 付 金 収 益 `

期間進行基準によ
る振替額

資 産 見 返 運 営 費 交 付 金 `

`（期間進行基準を採用した業務はない）
資 本 剰 余 金 `

計 `

運 営 費 交 付 金 収 益 5¶140¶922¶314 {費用進行基準を採用した業務：業務達成基準及び期間進行基準を採用した業務はない為、全ての業務

資 産 見 返 運 営 費 交 付 金 563¶605¶962
|当該業務に関する損益等

資 本 剰 余 金 `

ア）損益計算書に計上した費用額：8¶440¶382¶550円（助成金収入に係る業務費、施設費収益に係る一般管理
費、財務費用、雑損を除く）

（業務費：7¶442¶563¶647、一般管理費：997¶818¶903）

イ）自己収入等に係る収益計上額：2¶435¶827¶364円（助成金収入を除く）

（受託収入：375¶175¶027、手数料収入：207¶565¶814、講習関係業務収入：1¶851¶611¶100、財務収益：493、
雑益：1¶474¶930）

ウ）固定資産の取得額：563¶605¶962円

}運営費交付金収益化額の積算根拠

費用進行基準によ
る振替額

8¶440¶382¶550円（|ア））＋217¶620¶222円（ファイナンス・リース料）－672¶341¶351円（減価償却費）－
1¶006¶282¶834円（20年度交付分）＝6¶979¶378¶587円…Ì

計 5¶704¶528¶276

ア）手数料収入及び雑益のうち一部については、交付金事業の付帯収入であることから優先的に経費を負
担させている。

208¶890¶339円（手数料収入：207¶565¶814、雑益：1¶324¶525）…Í

イ）受託収入については、交付金事業との不可分性に鑑み、収入額から直接経費及び固定資産取得支出等
を除いた額：37¶397¶525円を限度として間接費を負担させている。

336¶197¶042円（直接経費）＋37¶397¶525円（間接費）＝373¶594¶567円…Î

ウ）講習関係業務収入については、人員比や建物の面積比等に応じた間接費：61¶695¶048円を負担させてい
る。

1¶194¶276¶319円（直接経費）＋61¶695¶048円（間接費）＝1¶255¶971¶367円…Ï

エ）運営費交付金収益化の対象となる費用の額

Ì－Í－Î－Ï＝5¶140¶922¶314円Ð Ðで収益化

会 計 基 準 第 81 第 3 項 に よ る 振 替 額 `

合 計 5¶704¶528¶276

注．費用進行基準による振替額のÌで全ての減価償却費を引いているためÎ、Ïの経費には減価償却費は含まれていない。
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